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は Gale and Shapley (1962) の数学的マッチング・モデルと Becker(1973,
















Edlund の一連の研究 (Edlund(2006)、Edlund and Pande (2002)、Ed-
lund and Korn (2002)、Edlund and Lagerl˝ of 2004, 2006a.b)、Edlund,






















Knuth(1997)、Gusﬁeld and Irving (1989)、Roth and Sotomayer (1990) などを参照され
たい。より経済学に則した研究としては Burdett and Coles(1997, 1999) などを参照。






































戦後の民法は 1947 年5 月 3 日に施行された日本国憲法に基づき、明治民

















（昭和 5-15 年）には約 70% が見合い結婚で、恋愛結婚は約 10% 強であっ
たのが、戦後、一貫してこの比率が変化し、1965 年頃にこの比率が逆転し
ている。2005 年では、恋愛結婚が約 90% 、見合い結婚が 10% を割り込ん
でいる9。このことは明らかに結婚が家同士の契約であるという戦前の意識
6大村 (2004, p.17) が論じているように、 「家」制度による制約は、家督相続制度を除く
と、居所指定権・婚姻同意権などがある程度で、明治民法下でも個人の自由はかなり認め
られていたと言われている。






















の額も低下した。実際に結納を行ったのは 48.7%(1995) から 27.8%(2005)
へと低下し、結納金も結納品もともになしというカップルが半数を超えて
いる。
図 2 は結婚経験率の推移を年齢階層別に描いたものである。1990 年代以
後、結婚経験率が 25-29 歳の女性、30-34 歳の男女、35-39 歳の男性で大き
く低下していることがわかる。これは、晩婚化の指標として捉えられてい
る。すなわち、2000 年時点で、25-30 歳の時点で、男性は約 30% 、女性で
46% が結婚しており、残りの 70% 、54% がそれぞれ独身だということに
なる。34-35 歳時点で、男性は 57% 、女性は 73% が結婚しており、残りの
43% 、27% がそれぞれ独身となっている。これらの年齢層は 1980 年時点
では、男性、女性ともに約 91% が結婚していたことを考えると、未婚化・
晩婚化がこの 20 年で進行したことは明らかである。表 1 は 50 歳時点で未
婚であれば生涯未婚と定義し、その比率を 1920 年から 2000 年にわたって
計算したものである。この表によれば、1990 年以後、急速に生涯未婚率が
上昇し、初婚年齢も上がっている。とりわけ男性は 2000 年時点ですでに










10最近の結婚式事情に関しては石井 (2005)、大久保他（2006） 、斎藤（2006）を参照。世代間関係から見た結婚行動 7
の同居率である。男性の場合、 「パート・アルバイト」 「自営・家業従事」 「無
職・家事」で 80% 代であり、 「正規雇用」 「学生」で 60% と低くなってい
る。女性では「学生」を除けば、就業別の同居率に大きな差はないが、相
対的に「無職・家事」 「パート・アルバイト」で高く、 「正規雇用」 「自営・
家事従業」で低くなっている11。
41 9 9 0 年代以降の変容
未婚・晩婚化現象の動きが顕著に現れたのは 1980 年以降と考えられる。
図 2 を見る限り、この 20 年間で、25-39 歳の年齢層では大幅に結婚経験率
が落ち込んでおり、特に 25-29 歳女性は 30.01 ％ポイント、30-34 歳男性は







しかしながら、1990 年代後半から 2000 年代前半にかけての不況に伴い、
若年者の労働需要が減少し、また雇用の非正規化が進み、親同居未婚者の










費生活に関するパネル調査』 （以下『家計研パネル』 ）の 13ヶ年分（1993～
11親との同居率が高いのは日本だけの現象ではない。Manacorda and Moretti(2006) が
示しているようにイタリアの 18-30 歳の若者の 82% は同居している。因みに、同じ地中海
側のポルトガルは 78% 、スペインは 65% と高く、アメリカの 43% 、イギリスの 53% 、



















[x + δVf +( 1− δ)Wf(x)]
(1 + r)
(1)
とする。δ はカップルが離婚する確率、 Vf は独身である女性の期待割引






[bf +( 1− αf)Vf + αfEfmax{Vf,W f(x)}]
(1 + r)
(2)
Rf = rVf = bf + αf[Efmax{Vf,W f(x)} − Vf]( 3 )
12Sample Selection in a Probit Model 推計の第一段階目には別居サンプルも含まれて
いる
13dFj(x) は一様分布と仮定されており、相性のレベルが 0～1 の間で求婚者が一様に分





とする。 (2) 式の第 1 項 bf は独身でいることから得られる効用、第 3 項
Efmax ｛Vf,W f(x)｝ は、独身でいる期待効用（Vf） 、結婚し既婚者となる
期待効用（Wf）のいずれか大きい方を選択することを示している。




(r+δ) 、Rf = rVf
を代入すると、





れ、x ≥ Rf の場合のみ、結婚申し込みを受け入れ、それ以外の場合は断る
ということとなる。さらに書き換えると







































15申し込み確率 αf の増加は結婚相手探しのフロー価値 Rf を上昇させるが、αf の結婚










それに対して、1990 年以降に 20 歳代を経験した世代は、 デフレ不況の
影響を被り、 「就職氷河期」を経てきている。またその親は 1940 年代後半





ジがあったが、 現在では、 「独立して生活する自信がない」 、 「独立のため
にお金を貯める必要がある」という消極的な理由から同居しているものが
80 ％弱にのぼっている（内閣府 (2003, p.121）)。
本論文では、親を「戦前・戦中世代」 （1944年以前生まれ）と「戦後世代」
（1945年以降生まれ）に分け、子どもを「バブル世代」 （1959～1969年生ま






1988 年の改正労働基準法（法定労働週を 48 時間から 44 時間へ短縮）の
制定を契機に、労働時間は着実に減少し、1997 年以降は中小企業における
猶予措置期限が切れ、かつ 同年の新たな改正により 40 時間体制に移行し
た。加えて、長期不況による需要の減少から労働時間の減少が進んだ。
玄田（2001, pp.131-138）は、 『就業構造基本調査』 （総務省統計局）の
1987-1997 年データを用いて、年齢階層によって、労働時間の減少の程度
が大きく異なることを示している。特に 20 歳代、30 歳代の若い年齢層の
長時間労働者の割合は減っておらず、 不況により、新規採用が抑制され、世代間関係から見た結婚行動 11
若い年齢層での仕事の負担の増大していることを指摘した。さらに、2002
年データを加えてみると、 年間 250 日以上就業している労働者のうち、週
あたり労働時間 60 時間以上の割合は、 20 歳代では、1987 年の値を超えて







なくなっている（岩澤・三田（2005） ） 。余暇時間の減少、 「職縁結婚」の停
滞により、異性と出会う確率（αf）が減少していると考えられる16。
世代による効果の違いを考慮すると、労働時間が増大したと考えられる



















間が精神状況に与える影響は大きく、 労働時間が増加するほど、 「睡眠不足」 「過労気味」
を訴える割合が高くなることが確認されている（週あたり 20 時間未満：39.39% 、20 時
間～40 時間未満就業：40.56% 、同 40 時間～60 時間未満就業：55.09% 、 60 時間以上：
86.96% ） 。



























社会移動全国調査』を用いた分析では、 （1985 年と比較して）1995 年の所
18小川（2002）では、女性の年齢を 20～24 歳とした場合、親の年齢階層は 50～54 歳、
夫候補者の年齢階層は 25～29 歳。同 25～29 歳とした場合、同 55～59 歳、同 30～34 歳。












就業：就業先規模 500 人以上、官公庁」 、 「正規就業：同 500 人未満」 、 「非




に関するパネル調査」の 13ヶ年分（1993～2005 年）を利用する。 「家計研
パネル」の調査対象者は、24～34歳（調査開始年当時）の女性（CohortA）
と、その後 1997 年に 24～27 歳女性（CohortB） 、2003 年に 24～29 歳の女
性（CohortC）を追加されたサンプルで構成されている（図表 5） 。20 歳代
から 30 歳代まで、ちょうど結婚、出産などのライフイベントを迎え、生活
変動を観察するのに非常に有用な調査となっている。また、前述したよう
に、ここ 10 年（1990 年～2000 年）における 20 歳代から 30 歳代女性の結

























t−1 = γ + δ1ParentEcot−1 + δ2HouseKeept−1 + δ3zt−1 + u2j
(9)
Marry∗
t = α + β1Transt−1 + β2FirstJob+ β3Longtimet−1 + β4xt−1 + u1j
(10)

















Parametric Survival Model(Weibull 分布) での推計も併せて行った。
ここでは、親の世代と説明変数の交差項による分析を行うことも考慮し
たが、Ai and Norton(2003) で指摘されているように、非線形モデルに交
差項を含めた場合、限界効果の推定が厳密には推定できないことが知られ
22ここでは、専業主婦家事ダミーとして、回答者が 20 歳になるまでの間に、母親が一度















(Wooldridge 2001, 2003)。IPW を推計するために、調査に回答したら 1、

























確認できる（表 6-1） 。また、weight をかけない推計結果とかけた推計結果
の限界効果を比較すると、全体サンプルでは、-0.033（unweight） 、-0.045
（weight）となり、脱落による影響によって、推計に過小バイアスが生じてい
ることが確認された。またその他の推計 Model でも、Panel Probit Model













































































本論文で残された課題としては、第 1 に、本論文ではこの 10 年で大き
く結婚経験確率が落ち込んだ 20 歳代後半から 30 歳代の結婚選択行動を分
析の対象としており、近年増加している婚前妊娠を契機とした結婚、特に














Edlund and Lagerl˝ of(2004, 2006a,b)）28、人的資本を通した結婚への影響
る。世代別に分割した場合、その他の Model の推計結果は年齢、学歴、初職以外では有意
な結果を得ることができなかった。
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1920 2.17 25.02 1.80 21.16
1925 1.72 25.09 1.61 21.18
1930 1.68 25.77 1.48 21.83
1935 1.65 26.38 1.44 22.51
1940 1.75 27.19 1.47 23.33
1950 1.46 26.21 1.35 23.60
1955 1.18 27.04 1.46 24.68
1960 1.26 27.44 1.87 24.96
1965 1.50 27.42 2.52 24.82
1970 1.70 27.47 3.33 24.65
1975 2.12 27.65 4.32 24.48
1980 2.60 28.67 4.45 25.11
1985 3.89 29.57 4.32 25.84
1990 5.57 30.35 4.33 26.87
1995 8.99 30.68 5.10 27.69






























18～19歳 71.7 75.2 65.6 66.0 59.8 70.1
20～24歳 68.2 68.5 59.7 66.7 72.4 72.0
25～29歳 71.5 69.9 63.5 64.3 70.3 69.0
30～34歳 67.3 71.4 68.0 63.9 72.4 69.9
総数（18～34歳） 69.6 70.4 62.8 65.5 69.5 70.3















18～19歳 83.7 80.1 73.2 70.5 71.6 65.1
20～24歳 84.7 77.6 78.2 73.8 77.0 76.5
25～29歳 79.4 78.9 80.0 79.4 78.5 81.8
30～34歳 64.8 70.0 69.2 72.1 76.1 79.3
総数（18～34歳） 82.0 78.0 76.7 74.5 76.4 76.4






















正規雇用 71.1 69.8 67.4 64.8 72.3 66.9
自営・家族従業等 88.7 88.5 85.1 81.8 79.1 81.4
派遣・嘱託 - - - - 67.1 75.3
ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ 64.6 77.9 71.6 75.3 80.1 80.0
無職・家事 82.8 87.6 90.8 86.9 85.0 84.6
学生 56.4 63.6 46.5 53.3 50.9 63.9















正規雇用 81.7 80.4 77.4 78.5 77.9 79.5
自営・家族従業等 86.2 78.8 82.5 78.6 73.3 79.6
派遣・嘱託 - - - - 84.6 83.1
ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ 87.2 84.2 85.4 77.1 83.0 87.7
無職・家事 88.7 90.3 93.3 86.4 85.2 89.4
学生 78.0 64.9 68.6 58.9 63.9 58.8
総数（18～34歳） 82.0 78.0 76.7 74.5 76.4 76.4
出　典）国立社会保障・人口問題研究所『出生動向基本調査：結婚と出産に関する全国調査』（各年）   6
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表 5  基本統計量 
 
サンプル数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
結婚選択ダミー 2935 0.09813 0.29754 0 1
親・戦後世代 2885 0.20173 0.40136 0 1
子ども・バブル崩壊以降 2940 0.48810 0.49994 0 1
本人年齢（t-1） 2940 29.42517 3.95701 24 43
長時間就業ダミー 2940 0.01224 0.11000 0 1
本人年収 2930 284.04220 150.52030 0 1137.056
中学校卒 2940 0.01122 0.10537 0 1
[高校卒] 2940 0.30408 0.46010 0 1
専門学校・専修学校卒 2940 0.18503 0.38839 0 1
短期大学・高専学校卒 2940 0.26020 0.43882 0 1
大学・大学院卒 2940 0.23946 0.42682 0 1
親の年収／夫候補者の年収 2335 1.52196 1.35122 0 16.23161
親からの移転ダミー（t-1） 2939 0.20687 0.40513 0 1
友人の数（t-1） 2912 21.04533 20.20935 0 349
初職（自営業・家従従業員） 2940 0.00442 0.06636 0 1
初職（正規就業、企業規模500人以上） 2940 0.11803 0.32270 0 1
初職（正規就業、企業規模500人未満） 2940 0.15374 0.36076 0 1
初職（非正規就業） 2940 0.11259 0.31614 0 1
親との同居ダミー(t-1) 2940 0.79422 0.40434 0 1
大都市居住（t-1） 2940 0.34320 0.47486 0 1
その他の市居住（t-1） 2940 0.53878 0.49858 0 1
町村居住（t-1） 2940 0.11735 0.32189 0 1
親の所得（500万円未満, t-1） 2940 0.37313 0.48372 0 1
親の所得（500～1000万円未満, t-1） 2940 0.23673 0.42515 0 1
親の所得（1,000万円以上, t-1） 2940 0.10136 0.30186 0 1
きょうだい数 2940 1.35340 0.77732 0 5
母親専業主婦 2940 0.34898 0.47673 0 1
持ち家(t-1) 2940 0.87857 0.32668 0 1
CohortA 2940 0.51190 0.49994 0 1
CohortB 2940 0.30884 0.46210 0 1






















親・戦後世代 0.002 0.108 0.059 0.193 ** 0.001 0.119 1.350 0.247 *
子ども・バブル崩壊以降世代 -0.020 0.101 -0.039 0.135 ** -0.024 0.109 0.735 0.118 **
年齢（t-1） -0.007 0.013 *** -0.007 0.017 ** -0.004 0.018 0.101 0.038 ***
長時間就業ダミー 0.001 0.373 -0.031 0.504 0.002 0.450 1.965 1.266
所得（t-1） -2.16E-04 3.17E-04 *** -2.42E-04 4.19E-04 *** -2.55E-04 3.87E-04 *** 0.997 0.001 ***
中学校卒 -0.022 0.388 -0.031 0.402 -0.029 0.425 0.002 0.003 ***
[高校卒]
専門学校・専修学校卒 0.047 0.109 ** 0.044 0.152 * 0.056 0.134 ** 148.553 114.917 ***
短期大学・高専学校卒 0.028 0.100 * 0.008 0.131 0.029 0.120 * 132.713 101.864 ***
大学・大学院卒 0.014 0.114 0.015 0.151 0.016 0.133 18136.860 27328.480 ***
親の年収／夫候補者の年収 0.007 0.028 0.004 0.034 0.007 0.029 1.063 0.049
親からの移転ダミー（t-1） -0.033 0.103 ** -0.045 0.130 ** -0.030 0.112 ** 0.734 0.135 *
友人の数（t-1） 1.04E-04 0.002 4.67E-04 0.002 9.38E-05 0.002 1.003 0.003
初職（自営業・家従従業員） -0.017 0.519 0.039 0.632 -0.020 0.634 1.071 1.207
〈初職（正規就業、企業規模500人以上）〉 0.091 0.107 *** 0.113 0.148 *** 0.109 0.138 *** 2.435 0.442 ***
初職（正規就業、企業規模500人未満） 0.063 0.094 *** 0.035 0.136 * 0.073 0.119 ** 1.917 0.315 ***
[初職（非正規就業）]
定数項 0.129 0.456 0.395 0.599 -0.344 0.567 - -
被説明変数：
同居選択ダミー(t-1)
大都市居住（t-1） -0.003 0.029 *** -0.002 0.036 *** -- - -
[その他の市居住（t-1）]
町村居住（t-1） 0.002 0.039 *** 0.000 0.052 * -- - -
親の所得（500万円未満, t-1） -0.001 0.028 *** -0.001 0.036 *** -- - -
[親の所得（500～1000万円未満, t-1）]
親の所得（1,000万円以上, t-1） 0.001 0.042 *** 0.000 0.053 *** -- - -
きょうだい数 -0.002 0.019 *** -0.001 0.024 *** -- - -
母親専業主婦 4.12E-04 0.027 ** 2.16E-04 0.035 ** -- - -
持ち家(t-1) 0.002 0.045 *** 0.001 0.056 *** -- - -
[CohortA]
CohortB -0.001 0.031 *** -0.001 0.038 *** -- - -
CohortC 0.001 0.035 *** -2.97E-04 0.056 * -- - -
定数項 1.345 0.070 *** 1.511 0.092 *** -- - -
Number of obs 2940 2940 2359 2359
Censored obs 605 605
Uncensored obs 2335 2335
Number of Groups 736
Log pseudolikelihood  -2120.039 -43178.110 -710.164 -72.235
Wald chi2 82.09 91.03 73.04 141.88
Prob > chi2 0.000 0.000 0.000 0.000














表 6-2  結婚選択関数（親世代別） 
被説明変数： dy/dx Robust
Std. Err.
dy/dx   Std. Err. Haz.Ratio Robust
Std. Err.
結婚選択ダミー
親・戦後世代 - - - - - -
子ども・バブル崩壊以降世代 - - - - - -
年齢（t-1） -0.006 0.016 *** -0.003 0.017 0.123 0.024 ***
長時間就業ダミー -0.014 0.502 0.025 0.474 2.154 1.543
所得（t-1） -2.52E-04 4.69E-04 *** -2.66E-04 4.22E-04 *** 9.97E-01 0.001 ***
中学校卒 0.011 0.402 0.002 0.468 0.005 0.005 ***
[高校卒]
専門学校・専修学校卒 0.056 0.164 ** 0.071 0.164 ** 103.501 47.124 ***
短期大学・高専学校卒 0.012 0.140 0.030 0.142 82.818 37.031 ***
大学・大学院卒 0.027 0.158 0.039 0.157 * 8708.605 7231.069 ***
親の年収／夫候補者の年収 0.005 0.036 0.007 0.032 1.072 0.045 *
親からの移転ダミー（t-1） -0.046 0.140 ** -0.025 0.133 0.672 0.142 *
友人の数（t-1） 0.001 0.003 * 3.68E-04 0.002 1.005 0.003 *
初職（自営業・家従従業員）
〈初職（正規就業、企業規模500人以上）〉 0.118 0.165 *** 0.114 0.148 *** 2.849 0.545 ***
初職（正規就業、企業規模500人未満） 0.021 0.133 0.070 0.137 *** 1.848 0.341 ***
[初職（非正規就業）]
定数項 0.310 0.525 -0.602 0.544
Number of obs 2303 1862 1862
Censored obs 454
Uncensored obs 1849
Number of Groups 483
Log pseudolikelihood  -36246.06 -544.227 -59.050
Wald chi2 35.46 64.05 279.76
Prob > chi2 0.000 0.000 0.000




dy/dx Std. Err. Haz.Ratio Robust
Std. Err.
結婚選択ダミー
親・戦後世代 - - - - - -
子ども・バブル崩壊以降世代 - - - - - -
年齢（t-1） 0.013 0.058 0.004 0.040 0.336 0.066 ***
長時間就業ダミー -0.135 0.553 *** -0.094 202.000 2.03E-06 0.006
所得（t-1） 2.77E-05 0.001 -1.57E-04 0.001 0.999 0.001
中学校卒
[高校卒]
専門学校・専修学校卒 0.014 0.310 0.027 0.213 20.791 12.948 ***
短期大学・高専学校卒 -0.060 0.349 0.018 0.211 20.300 12.822 ***
大学・大学院卒 -0.124 0.476 * -0.060 0.272 * 103.431 108.891 ***
親の年収／夫候補者の年収 0.001 0.102 0.009 0.067 1.132 0.160
親からの移転ダミー（t-1） -0.041 0.261 -0.041 0.198 0.791 0.293
友人の数（t-1） -0.002 0.006 -0.001 0.005 0.985 0.010
初職（自営業・家従従業員）
〈初職（正規就業、企業規模500人以上）〉 0.040 0.361 0.060 0.338 2.074 1.130
初職（正規就業、企業規模500人未満） 0.167 0.289 ** 0.110 0.201 *** 2.668 0.855 ***
[初職（非正規就業）]
定数項 -2.545 1.609 -1.701 1.115
Number of obs 582 497 497
Censored obs 96
Uncensored obs 486
Number of Groups 253
Log pseudolikelihood  -4872.918 -158.877 -32.002
Wald chi2 733.9 20.64 50.42
Prob > chi2 0.000 0.037 0.000
























表 6-3  結婚選択関数（子ども世代別） 
被説明変数： dy/dx Robust
Std. Err.
dy/dx   Std. Err. Haz.Ratio Robust
Std. Err.
結婚選択ダミー
親・戦後世代 - - - - - -
子ども・バブル崩壊以降世代 - - - - - -
年齢（t-1） -0.008 0.019 *** -0.006 0.018 *** 0.191 0.038 ***
長時間就業ダミー -0.017 0.533 0.046 0.505 1.595 1.145
所得（t-1） 0.000 5.31E-04 *** 0.000 5.26E-04 *** 0.996 0.001 ***
中学校卒 -0.050 0.494 -0.041 0.578 0.013 0.014 ***
[高校卒]
専門学校・専修学校卒 0.026 0.190 0.065 0.197 ** 36.044 16.809 ***
短期大学・高専学校卒 -0.004 0.174 0.037 0.182 33.728 15.673 ***
大学・大学院卒 0.020 0.208 0.097 0.206 *** 1484.315 1242.431 ***
親の年収／夫候補者の年収 0.004 0.040 0.006 0.041 1.067 0.053
親からの移転ダミー（t-1） -0.041 0.190 * -0.017 0.171 0.814 0.204
友人の数（t-1） 0.000 0.003 0.000 0.003 1.004 0.004
初職（自営業・家従従業員）
〈初職（正規就業、企業規模500人以上）〉 0.089 0.187 *** 0.090 0.182 *** 2.468 0.554 ***
初職（正規就業、企業規模500人未満） 0.032 0.186 0.043 0.163 * 1.520 0.320 **
[初職（非正規就業）]
定数項 0.927 6.58E-01 0.651 0.596
Number of obs 1678 1378 1378
Censored obs 301
Uncensored obs 1377
Number of Groups 307
Log pseudolikelihood  -30148.85 -380.286 -32.213
Wald chi2 55.08 77.93 200.67
Prob > chi2 0.000 0.000




dy/dx   Std. Err. Haz.Ratio Robust
Std. Err.
結婚選択ダミー
親・戦後世代 - - - - - -
子ども・バブル崩壊以降世代 - - - - - -
年齢（t-1） 0.005 0.025 0.011 0.056 * 0.027 0.009 ***
長時間就業ダミー -0.090 0.201 *** -0.067 2.99E+04 0.000 0.001
所得（t-1） 0.000 0.001 0.000 0.001 0.999 0.001
中学校卒 -0.044 0.347 -0.036 0.493 0.000 0.000 ***
[高校卒]
専門学校・専修学校卒 0.044 0.181 0.035 0.196 2079.396 1510.582 ***
短期大学・高専学校卒 0.007 0.149 0.021 0.174 2034.645 1469.368 ***
大学・大学院卒 -0.020 0.177 -0.038 0.222 * 2.83E+06 3.97E+06 ***
親の年収／夫候補者の年収 0.001 0.055 0.006 0.046 1.076 0.067
親からの移転ダミー（t-1） -0.008 0.157 -0.022 0.155 0.704 0.170
友人の数（t-1） 0.000 0.002 0.000 0.004 1.000 0.006
初職（自営業・家従従業員）
〈初職（正規就業、企業規模500人以上）〉 0.125 0.172 *** 0.139 0.257 *** 2.161 0.557 ***
初職（正規就業、企業規模500人未満） 0.086 0.157 *** 0.122 0.222 *** 2.306 0.511 ***
[初職（非正規就業）]
定数項 -2.014 0.748 *** -3.910 1.655 **
Number of obs 1529 1250 1250
Censored obs 304
Uncensored obs 1225
Number of Groups 495
Log pseudolikelihood  -15270.72 -383.141 -27.100
Wald chi2 550.97 20.03 229.65
Prob > chi2 0.000 0.067 0.000
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表 6-4  結婚選択関数（親の所得別） 
被説明変数： dy/dx Robust
Std. Err.
dy/dx   Std. Err. Haz.Ratio Robust
Std. Err.
結婚選択ダミー
親・戦後世代 - - - - - -
子ども・バブル崩壊以降世代 - - - - - -
年齢（t-1） -0.007 0.023 *** -0.003 0.020 * 0.178 0.046 ***
長時間就業ダミー 0.087 0.584 0.005 0.605 1.046 1.069
所得（t-1） 0.000 6.45E-04 -1.20E-04 0.001 * 0.998 0.001 **
中学校卒 0.021 0.391 0.018 0.378 0.010 0.010 ***
[高校卒]
専門学校・専修学校卒 0.024 0.263 0.025 0.201 46.707 28.677 ***
短期大学・高専学校卒 -0.007 0.194 0.020 0.181 40.579 24.200 ***
大学・大学院卒 -0.021 0.257 0.009 0.219 1468.869 1629.669 ***
親の年収／夫候補者の年収 0.024 0.076 *** 0.022 0.062 *** 1.269 0.085 ***
親からの移転ダミー（t-1） -0.030 0.249 -0.019 0.194 0.638 0.213
友人の数（t-1） 0.000 0.007 -0.001 0.007 * 0.987 0.010
初職（自営業・家従従業員）
〈初職（正規就業、企業規模500人以上）〉 0.159 0.302 *** 0.138 0.279 *** 2.995 0.992 ***
初職（正規就業、企業規模500人未満） 0.065 0.236 ** 0.065 0.196 ** 1.935 0.527 **
[初職（非正規就業）]
定数項 0.765 0.725 -0.549 0.670
Number of obs 1255 1004 1004
Censored obs 254
Uncensored obs 1001
Number of Groups 399
Log pseudolikelihood  -16845.19 -251.857 -32.376
Wald chi2 52.55 33.81 123.45
Prob > chi2 0.000 0.001 0.000




dy/dx   Std. Err. Haz.Ratio Robust
Std. Err.
結婚選択ダミー
親・戦後世代 - - - - - -
子ども・バブル崩壊以降世代 - - - - - -
年齢（t-1） -0.004 0.023 -0.002 0.027 0.315 0.053 ***
長時間就業ダミー -0.083 0.928 *** -0.054 0.011 *** 6.3E-06 0.008
所得（t-1） -9.2E-05 5.95E-04 -6.5E-05 0.001 0.999 0.001
中学校卒
[高校卒]
専門学校・専修学校卒 0.027 0.241 0.064 0.246 * 32.389 20.611 ***
短期大学・高専学校卒 -0.007 0.205 0.036 0.222 27.196 17.018 ***
大学・大学院卒 0.002 0.226 0.012 0.238 274.831 262.784 ***
親の年収／夫候補者の年収 -0.022 0.078 * -0.011 0.065 * 0.849 0.097
親からの移転ダミー（t-1） -0.043 0.170 * -0.024 0.200 0.705 0.238
友人の数（t-1） 0.000 0.003 0.000 0.003 1.001 0.005
初職（自営業・家従従業員）
〈初職（正規就業、企業規模500人以上）〉 0.078 0.208 0.070 0.221 ** 2.496 0.819 ***
初職（正規就業、企業規模500人未満） 0.125 0.237 * 0.135 0.201 *** 3.105 0.838 ***
[初職（非正規就業）]
定数項 0.006 0.753 -0.858 0.800
Number of obs 1013 850 850
Censored obs 182
Uncensored obs 831
Number of Groups 441
Log pseudolikelihood  -11714.27 -232.274 -55.458
Wald chi2 79.66 31.63 89.11
Prob > chi2 0.000 0.000 0.000


















 ( Random Effect)
IPW-Sample Selection
Probit
親の所得500万円以上
親の所得500万円未満
 